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◇ 大学評価・学位授与機構が行う大学評価 

 

○大学評価・学位授与機構が行う大学評価について 

 

１ 評価の目的 
 大学評価・学位授与機構（以下「機構」）が行う評価は，

大学及び大学共同利用機関（以下「大学等」）が競争的環

境の中で個性が輝く機関として一層発展するよう，大学

等の教育研究活動等の状況や成果を多面的に評価するこ

とにより，その結果を，①大学等にフィードバックし，

教育研究活動等の改善に役立てるとともに，②社会に公

表することにより，公共的機関としての大学等の教育研

究活動等について，広く国民の理解と支持が得られるよ

う支援・促進していくことを目的としている。 

 

２ 評価の区分 
 機構の行う評価は，今回報告する平成 14 年度着手分
までを試行的実施期間としており，今回は以下の 3区分
で評価を実施した。 

 (1) 全学テーマ別評価（国際的な連携及び交流活動） 
 (2) 分野別教育評価（人文学系，経済学系，農学系，
総合科学） 

 (3) 分野別研究評価（人文学系，経済学系，農学系，
総合科学） 

 

３ 目的及び目標に即した評価 
 機構の行う評価は，大学等の個性や特色が十二分に発

揮できるよう，教育研究活動等に関して大学等が有する

目的及び目標に即して行うことを基本原則としている。

そのため，目的及び目標が，大学等の設置の趣旨，歴史

や伝統，規模や資源などの人的・物的条件，地理的条件，

将来計画などを考慮して，明確かつ具体的に整理されて

いることを前提とした。 

 
 
○全学テーマ別評価「国際的な連携及び交流活動」

について 
 

１ 評価の対象機関及び内容 
 本テーマでは，大学等が行っている教育研究活動等を

基盤とした国際的な連携や交流活動について，全学的（全

機関的）な方針の下に部局等において行われている活動

を対象とした。 

 対象機関は，設置者から要請のあった全国立大学（97
大学）及び大学共同利用機関（総合地球環境学研究所を

除く 14機関）並びに公立大学の一部（4大学）とした。 
 評価は，大学等の現在の活動状況について，過去 5年
間の状況の分析を通じて，次の 3つの評価項目により実
施した。 
 

(1) 実施体制 
(2) 活動の内容及び方法 
(3) 活動の実績及び効果 

 

２ 評価のプロセス 
(1) 大学等においては，機構の示す要項に基づき自己
評価を行い，自己評価書（根拠となる資料・データ

を含む。）を平成 15年 7月末に機構へ提出した。 
(2) 機構においては，専門委員会の下に，専門委員会
委員及び評価員による評価チームを編成し，自己評

価書の書面調査及びヒアリングの結果を踏まえて

評価を行い，その結果を専門委員会で取りまとめ，

大学評価委員会で評価結果を決定した。 
(3) 機構は，評価結果に対する対象大学等の意見の申
立ての手続きを行った後，平成 16 年 3 月の大学評
価委員会において最終的な評価結果を確定した。 

 

３ 本報告書の内容 
 「Ⅰ 対象機関の概要」，「Ⅱ 目的」，「Ⅲ 国際的な

連携及び交流活動に関する目標」，「Ⅳ 対象となる活動

及び目標の分類整理表」及び「特記事項」は，当該大学

等から提出された自己評価書から転載している。 

 
 「Ⅴ 活動の分類ごとの評価結果」は，活動の分類ご

とに，各評価項目での観点ごとの活動の状況・判断を記

述している。「判断」は，目標を達成する上で，「優れて

いる」，「相応である」，「問題がある」の3種類で示して
いる。 
 
 「Ⅵ 評価項目ごとの評価結果」は，評価項目ごとに，

「目的及び目標の達成への貢献の状況」，「目的及び目標

で意図した実績や効果の状況」として，活動の分類ごと

の状況を総合的に判断して，当該評価項目全体の水準を

以下の5種類の「水準を分かりやすく示す記述」を用い
て示している。 

・十分に（貢献して又は挙がって）いる。 

・おおむね（貢献して又は挙がって）いる。 
・相応に（貢献して又は挙がって）いる。 

・ある程度（貢献して又は挙がって）いる。 

・ほとんど（貢献して又は挙がって）いない。 

 なお，これらの水準は，当該大学等の設定した目的及

び目標に対するものであり，大学等間で相対比較するこ

とは意味を持たない。 

また，評価項目ごとに，当該大学等の活動において特

徴あるとみなされる点等を，「特に優れた点及び改善を

要する点等」として記述している。 
 

 「意見の申立て及びその対応」は，評価結果に対する

意見の申立てがあった大学等について，その内容とそれ

への対応を併せて示している。 
 
４ 本報告書の公表 
 本報告書は，大学等及びその設置者に提供するととも

に，広く社会に公表している。 
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Ⅰ 対象機関の概要 
※ 大学等から提出された自己評価書から転載 

 
１ 機関名：秋田大学 
２ 所在地：秋田県秋田市 
３ 学部・研究科・附置研究所等の構成 
(学部)教育文化学部，医学部，工学資源学部 
(研究科)教育学研究科，医学研究科，工学資源学研究科 
(関連施設)附属図書館，保健管理センター，地域共同研
究センター，ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー(VBL)，
附属教育実践総合センター，附属病院，附属動物実験施

設，附属鉱業博物館，附属素材資源システム研究施設他 
４ 学生総数及び教職員総数 
（学生総数）：学部 4,102人，大学院 585人  
（教員総数）：628人 
（教員以外の職員総数）：748人 
５ 特徴  
本学は，教育文化学部，医学部および工学資源学部か

らなる総合大学である。設置以来，地域のニーズを速や

かに捉え，秋田県に根ざし，東北・日本・世界をフィー

ルドとする特色ある教育研究分野を形成し，発展させて

きた。地域と共生しつつ，知の創造と継承を図り，国際

的視野に立った教育研究を推進している。 
教育文化学部は，明治 6年創立の秋田伝習学校を起源
とし，教育学部として教育界で活躍する人材を育成して

きた。平成 10 年の改組・再編を経て，地域社会，国際
化，そして人間生存環境をキーワードに，人文・社会・

自然科学を横断統合する学際的な人間科学を探究する課

程を充実し，国際性に富む学部として発展を図っている。 
医学部は，戦後初めての国立大学医学部として昭和 45
年に創立され，社会貢献できる医師を育成し，地域医療

に指導的役割を果たしてきた。平成 14年 10月に保健学
科を新設し，国際的に高く評価される独創性の高い基礎

および臨床研究の推進と，人類の幸福に寄与する能力を

発揮する人材育成を理念としている。 
工学資源学部は，明治 43 年創立の秋田鉱山専門学校
から発展し，これまでに鉱山学部を含めて約 2万人の卒
業生が鉱工業界で活躍している。平成 10 年の改組・再
編を経て，工学系は材料・情報・機械・電気電子・土木

等の広い分野を，資源系では地球規模の資源・環境・エ

ネルギーや資源リサイクル等を網羅し，国際化時代への

対応や社会の要請に応える人材の育成等を理念とした教

育と研究を行っている。 

Ⅱ 目的 
※ 大学等から提出された自己評価書から転載 

 
本学の特色を活かした国際交流に関する取組や活動の

目的を以下に示す。 
 
1 3学部ならびに附属施設等が有する人的・知的資源お
よびそのネットワークを活用し，本学がこれまで目指

してきた「Interregional で個性の発揮できる国際交
流」を推進し，独自性の高い国際連携・交流活動の発

信基地としての役割を担うとともに，世界に環流しう

る秋田大学固有の知的財産の蓄積を目的とする。 
 
2 教育課程編成の整備，教育・研究環境ならびに生活
環境の支援体制を充実し，積極的な留学生・外国人教

職員等の受入れと本学学生・教員の海外派遣を図り，

教職員等を含む相互の教育・研究交流を通じて，国を

越えて活躍できる人材の育成を目的とする。 
 
3 本学の研究実績と特色ある人材能力を活かし，国，
地方自治体，民間団体及び国際機関等が行う開発途上

国や災害・事故被災国への技術提供および支援活動を

通じて，積極的な国際協力と連携活動を行うことを目

的とする。 
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Ⅲ 国際的な連携及び交流活動に関する目標 
※大学等から提出された自己評価書から転載 

 
目的 1の意図を実現するための具体的な目標を以下の

1～6に示す。 
 
1.  海外の大学および研究機関等との相互交流を通し
て人材育成を行いつつ国際共同研究を推進する。 

 
2.  研究面での拠点としての機能を強化するため，国際
会議・シンポジウム・講演会・セミナー等の国際研究

集会を企画・開催する。 
 
3.  Interregional で個性の発揮できる国際交流を目指
し，国際会議・シンポジウム・講演会等の国際研究集

会への参加・交流を促進する。 
 
4.  大学間および学部間の国際交流協定校を増やし，教
育･研究に関する国際交流の拡大を図る。 

 
5.  外国人の教員等を任用することにより，教育・研究
面の国際化への対応を図る。 

 
6.  留学生・外国人教職員等の受入れを推進するため，
施設の整備および経済的支援体制の充実を図る。 

 
 
目的 2の意図を実現するための具体的な目標を以下の

7～12に示す。 
 

7.  国際的な視野での思考力ならびにコミュニケーシ

ョン能力を育成するため，異文化理解に関する教育や

外国語教育等の教育課程編成を充実する。 
 
8.  学生の相互交流を促進するため，海外の大学との単
位互換および単位認定等の制度を整備する。 

 
9.  留学生の受入れを拡大するため，積極的な広報活動
を推進する。 

 
10. 本学学生の海外留学・外国人教職員等の国際交流を
推進するため，経済的な支援体制を充実する。 

11. 留学生や外国人教職員等が円滑な日常生活を送るた
め，日本語ならびに日本文化等の学習支援体制を充実

する。 
 
12. 学生チューター制度等の活用により，学生の相互学
習支援体制を充実する。 

 
 
目的 3の意図を実現するための具体的な目標を以下の 

13～15に示す。 
 
13. WHOやJICAをはじめとする国際的機関等が行う保
健医療活動，地球環境調査事業等への人材派遣や知識

の提供を行う。 
 
14. 国，地方自治体，民間団体および外国政府等を通じ
て受入れ要請のある留学生・外国人教職員等および研

究員を積極的に受入れる。 
 
15. 教職員等や学生の国際的なボランティア活動等への
参加に対する支援体制を強化する。 

 
 
 目的 1から目的 3の意図を実現するための具体的な目
標を以下に示す。 
 
16. 国際的な連携及び交流活動を円滑に行うため，財政
基盤を強化する。 
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Ⅳ 対象となる活動及び目標の分類整理表 
※大学等から提出された自己評価書から転載 

 

活動の分類 「活動の分類」の概要 対象となる活動 対 応 す る 
目標の番号 

(1)外国人教職員等の受入れ 4，14 

(2)外国人教職員等･非常勤講師の
任用 

5 

(3)外国人教職員等に対する各種
支援 

6，11 

教職員等の

受入れ･派遣 
国際交流の推進に資するため，外国人教職員等の積

極的受入れ・任用を図る。外国人教職員等の円滑な日

常生活を援助するため，住環境の整備等各種の支援を

行う。また，海外の大学および研究機関等との教職員

等の国際相互交流を促進・拡大するため，国際交流協

定校の増加を図る。一方，在外研究員・国際交流協定

等による海外派遣を推進する。 (4)教職員等の派遣(在外研究員,派
遣研究員,国際交流協定による
教職員等の派遣) 

4 

(5)海外の大学･機関との教育交流
活動 

4，8 

(6)留学生の受入れ 4，8，9，14 

(7)留学生に対する各種支援 6，11，12 

教育･学生交

流 
国際交流協定校との単位互換制度を整備し，学生の

相互交流を推進する。留学生の受入れを増加させるた

め，広報活動を積極的に行う。留学生のため，住環境

の整備と財政的支援および日本語・日本文化等の学習

支援体制を充実する。また，学生チューター制度等の

活用により，相互学習支援体制を充実する。本学学生

の海外留学を増加させるため，渡航費用等の財政的支

援体制を充実させる。 

(8)学生の海外留学 4，7，8，10 

(9)各種研究助成金による国際研究
集会への参加 

3 

(10)国際交流協定校とのセミナー
の開催 

2，3，4 

(11)国際会議，シンポジウム等国際
研究集会の開催 

2，3，4 

国際会議等

の開催・参加 
研究成果の世界への発信と研究者間の知的・人的ネットワ

ーク構築のため，国際研究集会への参加により交流・連携活

動を推進する。全学規模の研究プロジェクトを立上げ，

国際連携・交流協定に基づいた国際シンポジウムやセミナー

を開催する。また，各種研究助成による成果は国際研究集会

で発表し，国際的観点からの評価を通して国際交流を行う。 
(12)その他の国際研究集会等への
参加と国際交流 

2，3，4 

(13)政府間協定に基づく国際共同
研究 

1 

(14)科学研究費補助金による国際
共同研究 

1 

(15)国際交流協定による国際共同
研究 

1 

国際共同研

究の実施・参

画 

3 学部ならびに附属研究施設等が有する国際的ネッ
トワークにより国外研究機関等との国際共同研究を実

施する。とくに，国際交流協定に基づく，Interregional
で個性的なテーマについての国際共同研究を推進す

る。また，政府間協定および教員の自発的国際共同研

究交流を促進する。国際共同研究実施のため，外部資

金の活用を図る。 
(16)その他の国際共同研究活動 1，4 

(17)国，地方自治体，民間団体，
国際機関等が行う技術協力事

業への参加 

13，15 開発途上国

等への国際

協力 

 国，地方自治体，民間団体，国際機関等が開発途上

国に行う技術協力事業への人材派遣および専門的知識

の供与を通し，国際連携を推進する。国際協力活動に

参加する教職員等および学生への支援体制を強化す

る。 
(18)学生の国際協力活動参加への
支援 

10，15 
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Ⅴ 活動の分類ごとの評価結果 
 

１ 教職員等の受入れ・派遣 
 

実 施 体 制 

実施体制の整備・機能 全学組織として，学務担当副学

長を委員長とする国際交流委員会があり，国際交流に関

する基本構想を決定し，基本的事項を審議・決定してい

る。また，各学部にも国際交流委員会が置かれ，全学方

針と教授会の審議に基づき国際交流事業を遂行している。

財政的支援として国際交流基金を各学部に有しており，

学部教授会のもとに活用できる体制となっている。意思

決定過程及び責任体制に関して，客員教授，非常勤研究

員の受入れでは，学部教授会の議を経て学長が任命し，

責任を負う。外国人教職員・非常勤講師等は，課程，学

科等からの申請に基づき教員資格審査委員会が審議し，

教授会の議を経て学長が任命し責任を負う。また，教職

員の派遣は文部科学省在外研究員，協定校との交換教授

プログラム等があり，文部科学省在外研究員の派遣は，

学部教授会の推薦により国際交流委員会の議を経て，学

長が推薦候補者を決定し責任を負う。その他の派遣につ

いては，所属部局長の命令と責任の下に実施している。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  
活動目標の周知・公表 国際交流の基本構想は「秋田大

学改革基本構想」としてホームページや「秋田大学だよ

り」等の刊行物を通じて学内外に周知・公表している。

海外への公表は英語版ホームページ，英語版広報パンフ

レットが作成・配布され，協定校に対しては研究業績リ

ストを毎年送付し，国際交流活動を広報している。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  
改善システムの整備・機能 活動状況や問題点を把握す

るための組織的な情報収集に改善の余地はあるが，各種

団体の助成による受入れの場合はその報告書により，派

遣の場合は報告書及び報告会により状況や問題点を把握

することが可能となっている。学内における改善システ

ムとして，個別活動から生じた諸問題や，学外有識者を

含む運営諮問会議の指摘を国際交流委員会で検討し改善

する体制を整えている。また，各部局では，自己評価と

外部評価により活動状況と問題点を把握し，システムの

改善に役立てている。 

以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  
 

活動の内容及び方法 

活動計画・内容 教職員等の受入れ・派遣を推進するた

めに世界各地に国際交流協定校を増やすこととしている。

教育・研究面の国際化を進めるために外国人教員を任用

することとしている。各種団体から要請がある外国人教

職員等を積極的に受け入れることとしている。 

以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  
活動の方法 教員を海外に派遣する際は，研究の推進と

ともに協定校としての可能性を調査・検討し，協定の締

結が両校の発展につながると判断された場合は，国際交

流委員会において検討することとしている。秋田大学ベ

ンチャー・ビジネス・ラボラトリー（VBL）は，ホーム
ページ上で非常勤研究員の国際公募を行っている。平成

14，15 年度には，ホームページを通じて 2 名の応募が
あった。民間団体等の海外交流支援事業に関する情報を

文書で各学部に周知することにより，外部資金獲得を推

進している。留学生担当専門教員を中心として，外国人

教職員等に対する日本語や生活面などに関する支援を行

っている。また，外国人教職員等の受入れに関わる手続

き支援を充実させるために，文部科学省国際協力強化経

費による外国大学への訪問研修（オークランド工科大学

へ副学長，事務局長，教員 2名，事務職員 1名を派遣），
秋田県地域国際化会議への教職員派遣，教育改善推進費

の支援による秋田大学国際化戦略セミナー（学内教職員

出席者約 60 名）の開催など，国際交流を専門的に行う
教職員等に対してマネジメント教育を行っている。 

以上から，この観点の状況は目標に照らして優れている。  
 

活動の実績及び効果 

活動の実績 外国人教職員等の受入れ実績は，5 年間累
計で 316 名，年平均 63 名程度となっている。そのうち
外国人研究者は，累計 224 名，年平均 45 名程度，外国
人教員は非常勤教員を含め年平均 18 名程度となってい
る。教職員等の派遣実績は年平均 98 名程度，累計 491
名となっている。そのうち，事務職員の派遣は，平成 13，
14年度に各 2名の職員を語学研修（約 1ヶ月間）として，
グリフィス大学（豪）へ派遣しており，13年度派遣者は
後にその経験が生かされる部署へ配置されている。医学

部では，チェルノブイリ原発事故に対する医療支援のた

めに，ベラルーシ医科大学との協定に基づき，日本ベラ

ルーシ友好協会の支援を得て，血液疾患関係の医師，研

究者を中心に過去 5年間で 15名の受入れ，18名の派遣
が実施されている。地域医療面での技術協力・指導を継

続的・組織的に取り組んでいる点は優れている。VBLで
は，希少元素の資源循環と高度素材設計に関する研究の

ために，平成 12 年度の設置以降，毎年外国人研究員の
招へいと非常勤研究員の雇用を行っている。 

以上から，この観点の状況は目標に照らして優れている。  
活動の効果 受け入れられたベラルーシ医科大学の医師

や研究者は，帰国後にミンスク市やゴメリ市の拠点病院

で活躍している。また，ベラルーシ友好協会が寄贈した

医療機器の指導により当該機器の実稼働が可能となるな

ど，独自性の高い国際連携・協力・交流活動の効果が挙

がっており，また友好協会を通じたベラルーシとの国際
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協力関係が他県への広がりを見せている。当該大学教員

の派遣をきっかけとして国際交流協定校が増加している

（ミズーリ大学ローラ校（米），オークランド工科大学（ニ

ュージーランド），ザンビア大学（ザンビア）等）。平成

14 年度に外国人教員としてチュニジアより助手を任用
したことをきっかけに，平成 15 年 7 月 3 日に在日チュ
ニジア全権大使を当該大学に招へいして，「チュニジア国

スファックス大学との国際交流協定推進セミナー」を開

催し，スファックス大学との協定が進展中である。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして優れている。  

 

２ 教育・学生交流 
 

実 施 体 制 

実施体制の整備・機能 全学の国際交流委員会の下に留

学生専門委員会を設置し，同専門委員会で留学生の受入

れ，学生の海外留学，秋田地域における国際交流推進な

ど留学生に関するすべての問題を詳細に審議し，国際交

流委員会が承認・決定することとなっている。留学生の

受入れに関しては，各学部の国際交流委員会等が責任体

制を明確にし，教授会の議を経て学長が入学を許可して

いる。また，各学部の国際交流委員会，留学生担当の教

員及び事務部は，学務部と連携して学生の国際交流支援

及び学内外の組織（秋田地域留学生等交流推進会議，秋

田大学外国人留学生後援会）との交流を行っている。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして優れている。  
活動目標の周知・公表 活動の目標や趣旨は，「秋田大学

改革基本構想」をホームページや配布物等で公開するこ

とにより学内外へ周知・公表している。さらに学内関係

者へは，事務局を通じての周知，活動の受け手や一般に

は，「大学概要」，「学部案内」（英文），「外国人留学生ガ

イドブック」（日本語・英語・中国語）等の刊行物やホー

ムページにより公表している。ホームページのアクセス

件数は平成 10 年以降 8.7 万件に上っている。入学を希
望する外国人留学生には，英語・中国語・韓国語で作成

した「留学の手引き」等の刊行物を提供している。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして優れている。  
改善システムの整備・機能 国際交流に見識を有する学

外有識者を含む運営諮問会議の指摘を国際交流委員会で

検討し改善を行う体制を整えている。留学生専門委員会

は，外国人留学生等の円滑な受入れの促進と交流活動の

推進を図るとともに，留学生支援事務に役立たせること

を目的として「留学生生活実態調査」を平成 14 年度に
実施し，結果を集約している。詳細な項目によって外国

人の生活実態を調査し，それとともに学務部が窓口への

要望，学部指導教員・留学生担当教員からの要望，学部

の留学生担当職員を通じた連絡などを集約することによ

り，経済的な援助方法の企画などの具体的な改善方策を

講じている。さらに，チューター学生からの月例報告書

や留学生担当教員や指導教員が留学生の意見を直接聞く

機会である「オフィスアワー」などを通して留学生の状

況を把握している。このようにして把握した留学生に直

接関わる問題点については，指導教員・学科長及び専攻

主任・学部長を通じて改善を図り，内容によっては，関

係する委員会が改善を図ることになっている。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして優れている。  

 

活動の内容及び方法 

活動計画・内容 留学生の受入れ・派遣を推進し，学生

の相互交流を促進することとしている。特に，マレーシ

ア政府派遣留学生等の政府間協定に基づく留学生や，協

定校との学生交流（アジア太平洋大学交流機構（UMAP）
等による短期留学の受入れ等）を継続的に実施すること

としている。平成 14 年度の留学生専門委員会において
受入れ留学生の年次目標を 10％増とし，平成 17年度ま
でに 100名の留学生を受け入れることを目指した計画が
策定されている。秋田地域留学生等交流推進会議の議長

校及び事務局として，毎年，県内諸大学・団体・自治体

等と情報交換を行い，地域の関連団体と留学生の交流を

推進することとしている。 
 以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  
活動の方法 教育・学生交流を推進するために，国際交流

協定の年間の増加目標を 1～2 とし，国際交流協定対象校
をよく知る教員が世話役となり推進している。大学間と部局間

協定をあわせた協定数は近年ほぼ 1年 1協定の割合で増加
しており 14年度末で，8 カ国 17協定を結んでいる。留学生
担当教員による直接指導，学生チューター制度などの各部

局での指導体制が構築されている。受入れ留学生に対する

正規科目としての日本語・日本事情の講義に加え，日本語

担当教員による留学生のニーズやレベルにあわせた補講が

実施されている。受入れ留学生の宿泊施設に関しては，留

学生会館と国際交流会館がある。当該大学の留学生全体に

占める“国公営住宅入居者”の割合は半数を超え，平成 13
年度以降は 60％を超えている。留学生の受入れ及び学生
の海外留学促進のために，留学説明会（派遣）の実施，留学

生のための進学説明会（受入れ）などへの参加を行っている。

また，一層の受入れ推進のため「留学の手引き」（日，英，中，

韓）を作成し，国内の日本語学校 200 校に配布している。当
該大学の学生が私費留学等を行う際に，所属学部の国際交

流基金により旅費，滞在費等の一部を補助しており，平成 11
～14年の実績は 4～7件，金額は平均 160万円程度とな
っている。また平成 14 年度には受入れ留学生に対して物
心両面からの支援を行うことを目的に「秋田大学外国人留学

生後援会」を設立し，工学資源学部では，受入れ留学生へ

の奨学資金援助を同基金から行っている。単位認定制度を

活用して，学生が国際交流協定校で履修した科目を当該大

学の専門科目の単位として認定しており，過去 5年間では海
外で修得した 15単位が，当該大学で 10単位認定されてい
る。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして優れている。  
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活動の実績及び効果 

活動の実績 外国人留学生の受入れ実績は，平成 10～14
年度で，100，102，94，80，76，85名と推移しており，
平成 14 年度までは減少傾向であったが，国際大学交流
セミナーの企画・実施，新規国際交流協定校の開発，国

内の外国人学生のための進学説明会への参加を利用した

広報活動等により，平成 15 年度には若干の増加傾向が
見られる。マレーシア政府派遣留学生の受入れは，14名
程度を毎年継続的に受け入れている。当該大学が議長校

となり，学内に事務局を置く「秋田地域留学生等交流推

進会議」では，地域の特性を生かした留学生交流事業と

して「秋田の伝統行事体験旅行」を実施し，毎年 20 名
程度の参加者を得ている。受入れ留学生と地域社会との

交流を推進に関しては，県内の幼，小，中，高校及び公民

館等に派遣等を行い，地域の学校や一般市民の総合的な

学習活動に継続的に協力している。留学生経費「特別配

分」による留学生施策については，毎年継続的に申請を行

い，過去 5 年間で 15 件（秋田大学日本語・日本事情学
外研修，秋田国際デイ・フェスティバル，留学生と日本人学

生の交流のための宿泊研修等）が，採択，実施されている。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  
活動の効果 受入れ留学生のうち 5名が卒業後に当該大
学教員となっている。ポストドクトラルフェローにも 3
名の任用があった。また，当該大学の学部留学生が大学

院へ進学する割合が平成 10 年度約 30％から平成 14 年
度約 60％へ上昇しており，これらの点から，留学生の満
足がある程度得られていることが推察できる。また，小

中高の総合学習への留学生派遣を積極的に進めており，

その結果，地域の小・中校生の来学件数が漸増傾向にあ

る。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  

 

３ 国際会議等の開催・参加 
 

実 施 体 制 

実施体制の整備・機能 大学が主催する国際交流セミナ

ー等は，国際交流委員会が企画・実施の構想を計画し，

必要に応じて，専門委員会・ワーキング等を組織してい

る。実施内容は事務部を通じて学内関係者へ通知され，

関係部局では，国際交流協定担当教員や学部事務部を中

心に具体的な対応を行っている。国際研究集会を主催又

は共催する場合は，当該集会に関連する専門分野の教職

員等や学会，学外関係者によって組織委員会が組織され

る。国内外の国際会議参加に関しては，教員からの申請

に基づき，所属部局長が承認することとなっている。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  
活動目標の周知・公表 活動目的の基本的考え方は「秋

田大学改革基本構想」に明文化され，「秋田大学学報」，

「秋田大学だより」に学長のメッセージとして掲載して

いる。各部局の目標等の周知・公表は「教育文化学部日

報」，「医学部・附属病院だより」，「工学資源学部通報」

等に掲載し，学内外の関係者に広報している。具体的な

取組については，ポスター，ホームページ，関係者への

個別の案内等で，多様に繰り返し行われている。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  
改善システムの整備・機能 国際研究集会や国際交流セ

ミナーについては，プロシーディングスや報告書の刊行

により，その内容の検証を行っている。また，平成 14
年度からは年 1回は国際交流調査を行うこととし，情報
収集に努めている。各学部での自己評価書及び外部評価

書の資料に国際交流セミナー・国際研究集会活動や国際

会議出席内容をとりまとめ，その結果を各学部の教授会

等が検討し，以後の活動に役立たせるようにしている。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  

 

活動の内容及び方法 

活動計画・内容 当該大学は「Interregionalで個性の発
揮できる国際交流」を目指し，個々の地域的な特異性に

源を発したテーマをきっかけにした研究交流から発展し

て，教育文化学部，医学部及び工学資源学部の 3学部の
特徴を十分に生かした国際会議の開催を推進することと

している。日本素材物性学会と当該大学が主催している

素材物性学国際会議（ICMR）は定期的開催（3年ごと）
を方針とし，その間に資金の積み立て等を行うなど財政

基盤の確立と開催期間の両立を考慮している。国際会議

等への参加に関しては，各種補助金への申請を積極的に

行うこととしている。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  
活動の方法 経費確保のために，文部科学省への予算申

請，(財)日本国際教育協会などの関係財団法人からの援

助の申請を行っている。海外の国際研究集会等において

研究発表を行う教員に対して学内の国際交流基金による

補助を行っている。国際会議・シンポジウム・講演会等

の国際研究集会への参加・交流を促すために，自己評価，

外部評価，教員の業績に，国際会議での発表を資料とし

考慮している。 

以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  
 

活動の実績及び効果 

活動の実績 国際会議・セミナー等の開催実績は，年間

平均 5件程度となっている。このうち国際交流協定校と
のセミナーの開催については，平成 12 年にグリフィス
大学(豪)，13 年にベラルーシ医科大学(ベラルーシ)，14
年に黒龍江大学（中）との間での開催実績がある。また，

素材物性学国際会議（ICMR）は，素材物性を通して，
電気・機械・化学分野それぞれが個別に展開してきた従

来の工学を再精査し，総合化に向けて見通しを得ること，

地球・地域環境に配慮したリサイクル技術，資源・エネ

ルギー有効利用技術に関する議論を深めることを目的と
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し，3 年ごとに定期的に開催している。教員の海外開催
の国際会議・セミナー等への参加者数は，年平均 180名
程度となっている。過去 5年間の派遣総数は延べ 906名
であり，そのうち 594 名（約 66％）は科学研究費補助
金や，委任経理金，学内外の交流基金等の各種助成金に

よる派遣となっている。 

以上から，この観点の状況は目標に照らして優れている。  
活動の効果 国際会議等の開催・参加を契機とした学術

的な国際交流から，チェンマイ大学（タイ），ミズーリ大

学ローラ校（米），オークランド工科大学（ニュージーラ

ンド）と工学資源学部間で学部間交流協定の締結に至る

など積極的な関係を築く成果を出している。また，第 3，
4 回の素材物性学国際会議（ICMR）は，秋田魁新報に
報じられるなど，社会的なインパクトを与えている。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  

 

４ 国際共同研究の実施・参画 
 

実 施 体 制 

実施体制の整備・機能 国際共同研究をはじめとした国

際交流の基本方針は国際交流員会で扱い，全学的な共同

研究は学術研究委員会と VBL 運営委員会で取り扱われ
る。平成 10 年度には国際的共同研究を推進するために
研究協力室を設置し，支援事務を行っている。 

以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  
活動目標の周知・公表 国際共同研究に関する学内関係

者へは「秋田大学だより」等の刊行物や各種文書の送付，

電子メールの交換等を通じて活動目標や趣旨を周知して

いる。さらに，学内外の関係者に対して一連の広報印刷

物，報告書，ホームページ並びに各種マスメディアを通

じて周知がなされている。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  
改善システムの整備・機能 国際共同研究の実施体制に

関しては運営諮問会議の指摘や，自己評価・外部評価に

よる問題点の提示を受けて，国際交流委員会及び学術研

究委員会で検討し改善を行う体制となっている。また，

関係機関などから実施体制の修正の申し出があった場合

にも国際交流委員会で審議することとなっている。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  

 

活動の内容及び方法 

活動計画・内容 改革基本構想に基づき，Interregional

な国際共同研究活動を通じて，世界各地の特色ある大学

と協定を結び，教育・研究面でパートナーシップを発揮

し相互に発展・貢献できる大学となることを目指してい

る。国際共同研究に関しては，政府間協定に基づくもの，

科学研究費補助金によるもの，在外研究員制度によるも

の，教育改善推進費によるもの，VBL 経費によるもの，
国際交流協定校との共同研究，学外経費によるもの，教

員の個別活動によるものの 8 種類の制度が運用されてい

る。共同研究の件数と国際交流協定校を増やし，研究及

び教育面での推進を図っている。また，国際交流協定校

は毎年 1 件を増やすことを目標としている。 

以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  
活動の方法 経費を確保する方法として，科学研究費補

助金，県の支援制度，関係財団法人からの援助の申請を

行っている。また，教育改善推進費，学部長裁量経費，

各学部の国際交流基金，教員自身の委任経理金，各種共

同研究等学内関連資金の有効活用を図っている。事務局

では，各種情報の提供をはじめとする各種獲得支援を行

っている。文部科学省が実施する国際競争力強化経費等

に対して，副学長を中心として計画を策定し経費を獲得

している。国際共同研究に関わる手続き支援を充実させ

るために，国際交流を専門的に行う教職員等に対して，

マネジメント教育を行っている。8ヵ国 15大学 17校と
国際交流協定を結んでおり，協定校と当該大学との連携

関係は国際共同研究の推進に重要な役割を果たしている。 

以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  
 

活動の実績及び効果 

活動の実績 政府間協定に基づく国際共同研究について

は，日露科学技術協力計画に基づく「機械式真空要素の

故障予測システム」及び日豪科学技術協力プロジェクト

に基づく「最新の制御理論とその応用」の 2件の実績が
ある。また，平成 15 年度にも日露科学技術協力計画に
基づく国際共同研究が採用されている。科学研究費補助

金による国際共同研究は，過去 5 年間に 10 件の採択が
あり，そのテーマは個性的で地域に貢献できるものとな

っている。文部科学省在外研究員による国際共同研究の

実績は，年平均 8名程度となっている。VBLでは，「希
少金属に注目した新リサイクル技術の開発と高度素材設

計に関する研究」に特化した研究分野で，外国人研究員

を招へいし環境やリサイクルに関連した特色ある共同研

究を推進しており，過去 5年間では 6件の共同研究を行
っている。チェルノブイリ原発事故に対する医療支援を

目的としたベラルーシ医科大学との協定に基づく国際共

同研究の結果，10 編の成果論文が作成されている。21
世紀 COEプログラム（14 年度採択）による国際共同研
究として，「細胞の運命決定制御に関する研究」が実施さ

れている。JICA や外国機関等からの地質及び自然災害
に関する研究委託を受け国際共同調査研究が実施されて

いる。その他，医療関連では血管系，脳の機能，骨粗鬆

症など秋田の地域性に関連する分野，工学資源学関係で

は，国際的な南極観測研究に従来から越冬隊として過去

5年間に3名の隊員を送り，研究成果が公表されている。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして優れている。  
活動の効果 国際共同研究をきっかけとして協定校が毎

年平均 1件の増加があり，研究・教育に関する国際交流
が活性化している。国際共同研究の成果をもとに，素材

物性国際会議（ICMR）を共催し，外国人教職員との活
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発な国際交流が行われている。医学部とオスロ大学（ノ

ルウェー）との共同研究は，朝日新聞や日本工業新聞，

現地新聞等により報じられている。受け入れたベラルー

シ医科大学の医師や研究者は，共同研究を終え，帰国後

にミンスク市やゴメリ市の拠点病院で活躍している。ま

た同共同研究は日本ベラルーシ友好協会の 10 周年記念
記事として，ベラルーシの現地新聞に紹介されている。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  

 

５ 開発途上国等への国際協力 
 

実 施 体 制 

実施体制の整備・機能 技術協力への参加依頼は，JICA，
WHO,ILO 等の国際機関，NEDO 等の政府関係諸機関，
地方自治体，日本ベラルーシ友好協会等の民間団体など

からあり，学務部の支援を受けて依頼内容に関係する各

学部で実施を進める体制がある。学生の国際協力活動参

加については，ILOやWHO等が公募する国際的医療ボ
ランティア活動に学生が参加を希望した場合，単位認定，

資金援助などについて医学部学務委員会及び国際交流委

員会で審議し派遣する体制を整えている。 

以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  
活動目標の周知・公表 技術協力事業への参加について

は，文書で活動目標を周知・公表している。また，特殊

な専門的技術が求められる活動の場合には，直接担当者

に目標や趣旨が伝えられている。学生の国際協力活動参

加については，助成金を含む活動支援の目的や趣旨を，

毎年学年はじめのガイダンス時に国際交流委員会委員長

若しくはクラス担任教員より詳細な説明を行っている。

国際交流委員会は活動参加報告会を年 1回開催し，これ
ら活動に関心のある学生に本活動・支援の目標・趣旨の

周知を図っている。学外に対しては，国際交流基金の助

成に基づく国際的ボランティア活動に参加した学生の報

告書を，派遣先及び関係各所へ送付している。 

以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  
改善システムの整備・機能 技術協力事業に参加してい

る教員は，参加者による活動状況報告会等の種々の機会

をとらえて，事業の内容説明，事業への参加方法等につ

いて学内に報告している。現時点では，これらによって

把握された問題点は個別に対応することとなっており，

組織的なシステムとはなっていない。学生の国際協力活

動参加については，国際交流委員会が学生の活動参加報

告会を毎年１回開催し，資金，活動等に関してヒアリン

グしている。同委員会は支援体制の在り方について検討

し，システムの改善を行っている。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  

 

活動の内容及び方法 

活動計画・内容 研究実績と特色ある人材能力を生かし，

参加者のボランティア又は事業実施者の依頼に基づいて，

開発途上国や災害・事故被災国への技術提供及び支援活

動を行うこととしている。具体的には，WHO や JICA
等の国際的機関が行う保健医療活動，地球環境調査事業

等への人材派遣，国，地方自治体，民間団体からの依頼

に基づく受入れや知識の提供を行う。学生の国際的なボ

ランティア活動は，医学部学生を対象とし，3 年次 1 月
の研究室配属期間を利用し行うことになっている。滞在

期間は 7 週間，開始時期は 1～2 月，領域は公衆衛生的
ボランティア，人数及び地域の限定は無い。 

以上から，この観点の状況は目標に照らして相応である。  
活動の方法 技術協力事業参加のための経費は，外部資

金（国内外の諸機関など），学部の国際交流基金，学部長

裁量経費，教員の委任経理金や自費などを充てている。

活動期間中は派遣職員又は長期出張とするなど，帰国後

の本人の身分保障を行っている。学生の国際協力活動参

加については，事前に提出された活動計画書・プログラ

ムに基づき，内容・方法の妥当性及び学生の安全性につ

いて国際交流委員会で十分に審議し，単位の認定に対す

る配慮及び学生の活動に必要な経済的支援を行っている。

技術協力事業への参加に関しては，ベラルーシ共和国へ

の派遣，国際資源探査，南極観測，資源循環技術の普及，

資源開発途上国への技術協力等，当該大学の特色を生か

した活動が行われている。 
以上から，この観点の状況は目標に照らして優れている。  

 

活動の実績及び効果 

活動の実績 技術協力事業への参加実績は年平均 12 件
あり，特に医学部及び工学資源学部での参加が多い。平

成 10 年より継続して，ベトナム，バングラデシュ，イ
ンドなどでWHOのポリオ根絶プロジェクトへ協力して
いる。開発途上国への技術教育面での協力として（財）

国際資源大学校（JICA,NEDO の委託事業）へ年平均 5
名の講師を派遣し世界の資源探査教育に貢献している。

学生の国際ボランティア活動に対する援助は平成 11 年
度以後，継続的に実施されており 4 年間で 14 名が補助
を受けて参加している。 

以上から，この観点の状況は目標に照らして優れている。  
活動の効果 平成 10年より継続して，WHOのポリオ根
絶プロジェクトへ協力しており，その活動は，朝日新聞

によって報じられるなど，反響を呼んでいる。また，

WHO からは派遣期間延長の要請が当該大学学長宛にき
ており，評価を得ていることが窺える。また，ベラルー

シ共和国への医療面での技術協力・指導の結果，研究生

として当該大学へ来学し，帰国後にベラルーシ医科大学

学長及び副学長として活躍している例もある。学生の国

際協力活動参加に関しては，「国際交流海外学修等成果報

告書」において“大変有効であった”，“機会があればま

た行きたい”等の意見があり，一定の満足度が窺える。 

以上から，この観点の状況は目標に照らして優れている。
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Ⅵ 評価項目ごとの評価結果 
 
秋田大学の「国際的な連携及び交流活動」について，

当該大学の目的及び目標に照らして行った活動の分類

（教職員等の受入れ･派遣，教育･学生交流，国際会議等

の開催・参加，国際共同研究の実施・参画，開発途上国

等への国際協力）ごとの評価結果を，評価項目単位で整

理し，以下のとおり，評価項目ごとの評価を行った。 

 

１ 実施体制 
 
評価は，実施体制の整備・機能，活動目標の周知・公

表，改善システムの整備・機能の各観点に基づいて，目

的及び目標の達成に貢献するものとなっているかについ

て行った。 

 

◇目的及び目標の達成への貢献の状況 
 実施体制の整備・機能の観点では，活動の分類「教育・

学生交流」に関して，全学の国際交流委員会の下に留学

生専門委員会を設置し，また各部局においても関連する

委員会を設置することにより責任体制を明確にしている

点等により「優れている」と判断した。その他の活動の

分類に関しては「相応である」と判断した。 
活動目標の周知・公表の観点では，活動の分類「教育・

学生交流」に関して，「秋田大学改革基本構想」を策定し，

活動の目標や趣旨を学内外に周知・公表しており，周知

の程度もある程度把握されている点，入学を希望する留

学生に対して英語，中国語，韓国語による刊行物を提供

している点等により「優れている」と判断した。その他

の活動の分類に関しては「相応である」と判断した。 
 改善システムの整備・機能の観点では，活動の分類「教

育・学生交流」に関して，留学生専門委員会において留

学生生活実態調査を平成 14 年度に実施し，具体的な改
善方策を講じている点等により「優れている」と判断し

た。その他の活動の分類に関しては「相応である」と判

断した。 

 
これらの評価結果から，総合的に判断し，以下の水準

とした。 

 
貢献の程度（水準） 

 目的及び目標の達成に相応に貢献している。 

 

◇特に優れた点及び改善を要する点等 
ここでは，活動の分類ごとの評価結果から特に重要な

点を，特に優れた点，特色ある取組，改善を要する点，

問題点として記述することとしていたが，該当するもの

がなかった。 

 

２ 活動の内容及び方法 
 
評価は，活動計画・内容，活動の方法の各観点に基づ

いて，目的及び目標の達成に貢献するものとなっている

かについて行った。 

 

◇目的及び目標の達成への貢献の状況 
 活動計画・内容の観点では，全ての分類において「相

応である」と判断した。 
 活動の方法の観点では，活動の分類「教職員等の受入

れ・派遣」に関して，ニュージーランド・オークランド

工科大学においてマネジメント研修を実施している点等，

活動の分類「教育・学生交流」に関して，協定を着実に

増加させ，教育・学生交流を推進している点等，活動の

分類「開発途上国等への国際協力」に関して，学生の国

際協力活動参加に対して，経済的支援や単位認定に対す

る配慮がなされている点，ベラルーシ共和国への派遣が

なされている点，国際資源探査等の特色を生かした活動

がなされている点等により「優れている」と判断した。

その他の活動の分類に関しては「相応である」と判断し

た。 

 
これらの評価結果から，総合的に判断し，以下の水準

とした。 

 
貢献の程度（水準） 

 目的及び目標の達成に相応に貢献している。 

 

◇特に優れた点及び改善を要する点等 

 文部科学省国際協力強化経費に採択され，工学資源学

部と学部間協定を締結しているニュージーランド・オー
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クランド工科大学に，副学長，事務局長，教員，事務職

員を派遣し，同大学協力のもとにマネジメント研修を実

施している点は特に優れている。 
 学生の国際的ボランティア活動に関して，「（医）学生

の国際的学生会議・ボランティア活動参加経費助成金」

を設け，経済的支援を行うととともに，単位の認定に対

する配慮もなされている点は，特に優れている。 
 ベラルーシ共和国への派遣，国際資源探査，南極観測，

資源循環技術の普及，資源開発途上国への技術協力のよ

うな，当該大学の特色を生かした国際協力と連携を実施

している点は特色がある。 

  

３ 活動の実績及び効果 

 
評価は，活動の実績，活動の効果の各観点に基づいて，

目的及び目標で意図した実績や効果がどの程度挙がった

かについて行った。 

 
◇目的及び目標で意図した実績や効果の状況 
 活動の実績の観点では，活動の分類「教職員等の受入

れ・派遣」に関して，事務職員の派遣実績及びその経験

が生かされる部署への配置，ベラルーシ医科大学との協

定に基づく交流実績等，活動の分類「国際会議等の開催・

参加」に関して，国際会議・セミナー等の着実な開催実

績，継続的に実施されている素材物性学国際会議

（ICMR）の開催実績等，活動の分類「国際共同研究の
実施・参画」に関して，チェルノブイリ原発事故に対す

る医療支援を目的としたベラルーシ医科大学との協定に

基づく国際共同研究の実績，21世紀 COEプログラム（14
年度採択）による国際共同研究実績，医療関連での秋田

の地域性に関連する分野での研究実績等，活動の分類「開

発途上国等への国際協力」に関して，平成 10 年度より
継続的に実施されているWHOのポリオ根絶プロジェク
トへの協力，（財）国際資源大学校への講師派遣等により

「優れている」と判断した。その他の活動の分類に関し

ては「相応である」と判断した。 

 活動の効果の観点では，活動の分類「教職員等の受入

れ・派遣」に関して，ベラルーシ医科大学との協定に基

づき受け入れた医師や研究者が，帰国後に拠点病院にお

いて活躍している点，ベラルーシ友好協会が寄贈した医

療機器の指導を行った結果，当該機器の実稼働が可能と

なるなど，独自性の高い国際連携・協力・交流活動の効

果が挙がっている点，友好協会を通じたベラルーシとの

国際協力関係が他県への広がりを見せている点，当該大

学教員の派遣をきっかけとして国際交流協定校が増加し

ている点等，活動の分類「開発途上国等への国際協力」

に関して，WHO のポリオ根絶プロジェクトへの協力が
新聞等により報じられ，また，WHO からは派遣期間延
長の要請がきていることなどから，評価を得ていること

が窺える点等から「優れている」と判断した。その他の

活動の分類に関しては「相応である」と判断した。 

 
これらの評価結果から，半数以上が「優れている」と

判断され，特に大きな問題点等は見出されなかったので，

総合的に判断し，以下の水準とした。 

 
実績や効果の程度（水準） 

目的及び目標で意図した活動の実績や効果がおおむ

ね挙がっている。 

 

◇特に優れた点及び改善を要する点等 

事務職員に対する海外の大学での語学研修（約１ヶ月

間）制度を設け，平成 13,14年度に各 2名をオーストラ
リア・グリフィス大学へ派遣している。平成 13 年度派
遣者は，後にその経験が活かされる部署へ異動している

点は，特に優れている。 
ベラルーシ医科大学との協定に基づく地域医療面で

の技術協力・指導を継続的・組織的に取り組み，実績を

挙げている点は特に優れている。 
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◇ 特記事項 
※ 大学等から提出された自己評価書から転載 

 
1．特筆すべき内容 
1-1．“Interregional で個性の発揮できる”国際交流を
目指していること。すなわち，各学部の成り立ちや

個々の地域的な特異性に源を発したテーマをきっか

けにした研究交流から発展して，地域性の強いテーマ

から普遍的な内容をテーマに持つ交流に発展させて

きていること。 
①工学資源学部では，設立当初からの地球・資源・環

境関係の研究を通して交流してきているモンタナ鉱

物理工科大学との共同的な作業から，その分野にとど

まらず多くの分野に関連した交流が発展し，文部科学

省特別招聘教授制度に採択されていること。 
②チェルノブイリにおける原発事故による血液疾患

の多発を契機に，秋田市を拠点にしている「日本ベラ

ルーシ友好協会」と秋田大学が連携してベラルーシ共

和国との交流実績を上げていること。 
1-2．教育改善推進費，学部国際交流基金などを活用して，
経費の不足分を補い，国際化活性の努力をしているこ

と。たとえば，事務系職員を国際交流協定校に派遣し，

上級英語習得のための語学研修を実施していること。 
1-3．国際研究集会活動や「Interregional」な種々の活
動を通して，国際交流協定校を着実に増やし，学生の

留学機会の拡大を図るなど，国際交流の実績が上がっ

ていること。 
1-4．マレーシア政府派遣留学生を継続的に受け入れ，医
学教育並びに工学・資源・環境教育を通じて，将来，

自国のリーダーとなりうる人材育成に貢献している

こと。 
1-5．留学生に国際交流基金の活用による大学独自の奨学
金給付制度を取り入れていること。 

1-6．学生の海外ボランティア活動または研修のための経
済的支援を行っていること。 

1-7．競争的資金を活用して，平成 14年度に国際大学交
流セミナー（中国・黒龍江大学）を実施したこと。 

1-8．平成 15年度に国連大学グローバル・セミナー（第
2回東北セッション）を開催したこと。 

1-9．ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー（VBL）に
おける，開発途上国からの外国人研究員招聘や資源循

環に関する知識・技術の提供等の国際研究交流が充実

していること。 

1-10．本学主催の国際研究集会を頻繁に開催し，共同研
究や教員の国際化を図っていること。たとえば，素材

物性学国際会議（略称 ICMR）では 5年間に 2回開催
し，国際研究集会の実績を持っていること。 

1-11．JICA，WHOなどの国際機関や国内の機関との交
流および協力関係が実践されていること。 

1-12．本学教員が外国人の教職員等の日本語学習・日本
文化理解のため支援ボランティア団体を主宰してい

ること。 
1-13. 南極観測研究に積極的に参加し，南極大陸の構造，
地震・鉱物資源調査などの国際的な研究に貢献してい

ること。 
1-14．留学生が総合学習への協力等を通して，地域社会
との交流を積極的に行っていること。 

1-15．生活経費が安価で，安全かつ自然環境が豊かな中
で高度な教育研究活動を享受できるという利点を活

かして，より国際的に開かれた秋田大学を目指してい

ること。 
 
2．将来構想で検討している内容 
2-1．本学学生の海外派遣をより推進するため，教育課程
編成・単位互換制度を拡充整備する一方，支援事務体

制および経済的支援制度の更なる充実を図り，学生の

動機付け活動を行うこと。 
2-2．留学生受け入れの増加のため，経済的支援基盤の充
実を図ること。 

2-3．「国立大学法人秋田大学国際交流推進機構（仮称）
設置準備委員会」を設置し，目標に沿った国際交流・

改善システムのなお一層の充実を図る組織の構築を

検討していること。 
2-4．平成 15年度に文部科学省国際競争力強化経費配分
を得て，国立大学法人化の先進国であるニュージーラ

ンド（オークランド工科大学）において「海外マネジ

メント研修」を行うこととなり，実施にむけて準備を

進めていること。 
 
 
 


